
令和２年度第３期高知県教育振興基本計画に関する取組（特別支援教育）の状況調査結果

高知県教育委員会

（令和２年８月当初段階）

190 校 108 校 50 校

185 校 107 校 41 校

97.4 ％ 99.1 ％ 82.0 ％

186 校 104 校 39 校

97.9 ％ 96.3 ％ 78.0 ％

178 校 101 校 35 校

93.7 ％ 93.5 ％ 70.0 ％

180 校 97 校 39 校

94.7 ％ 89.8 ％ 78.0 ％

173 校 81 校 23 校

91.1 ％ 75.0 ％ 46.0 ％

168 校 70 校 19 校

97.1 ％ 86.4 ％ 82.6 ％

2,346 人 677 人 162 人

※7.6 ％ ※5.0 ％ ※1.3 ％

1,848 人 460 人 141 人

78.8 ％ 67.9 ％ 87.0 ％

87 校 49 校 19 校

45.8 ％ 45.4 ％ 38.0 ％

65 校 28 校 8 校

74.7 ％ 57.1 ％ 42.1 ％

904 人 335 人 70 人

※2.9 ％ ※2.5 ％ ※0.6 ％

795 人 217 人 29 人

87.9 ％ 64.8 ％ 41.4 ％

140 校 76 校 16 校

73.7 ％ 70.4 ％ 32.0 ％

125 校 65 校 8 校

89.3 ％ 85.5 ％ 50.0 ％

535 人 292 人 38 人

※1.7 ％ ※2.1 ％ ※0.3 ％

404 人 218 人 13 人

75.5 ％ 74.7 ％ 34.2 ％

136 校 84 校 20 校

71.6 ％ 77.8 ％ 40.0 ％

115 校 69 校 16 校

84.6 ％ 82.1 ％ 80.0 ％

518 人 377 人 57 人

※1.7 ％ ※2.8 ％ ※0.5 ％

381 人 289 人 28 人

73.6 ％ 76.7 ％ 49.1 ％

※当該児童生徒の割合については、学校基本調査における５月1日段階の児童生徒数（小：31,070人、中：13,605人、高：12,649人）
を母数に算出している。本調査における集計基準日は８月当初の為、この数値はあくまで参考値とする。

令和元年度末卒業生で、個別の指導計画の作成を必要とされていた児童生
徒数（特別支援学級、通級による指導対象児童生徒を含む）
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令和２年度入学生について、個別の指導計画の作成が必要な児童生徒が在
籍している学校数（特別支援学級、通級による指導対象児童生徒を含む）

令和２年度入学生について、個別の指導計画の作成が必要な児童生徒数（特
別支援学級、通級による指導対象児童生徒を含む）
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令和元年度末卒業生で、個別の指導計画の作成を必要とされていた児童生
徒が在籍していた学校数（特別支援学級、通級による指導対象児童生徒を含
む）

うち、『個別の教育支援計画』、『引き継ぎシート』等のツールを使い、情
報を提供した学校数

うち、『個別の教育支援計画』、『引き継ぎシート』等のツールを使い、情
報を提供した児童生徒数

うち、『個別の教育支援計画』、『引き継ぎシート』等のツールを使い、情
報を受け取った学校数

うち、『個別の教育支援計画』、『引き継ぎシート』等のツールを使い、情
報を受け取った児童生徒数
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　必要と考える児童生徒数

　必要と考える児童生徒が在籍している学校

　必要と考える児童生徒数

　うち、作成している学校
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　  うち、作成済みの児童生徒数

うち、作成し、校内支援会や職員会議などで情報共有を行いな
がら、組織的に指導や支援を実施している児童生徒数

公立
高等学校

　うち、作成している学校

全ての教室で、子どもがめあて達成へ向けて意欲的に学習することができる
よう、動きのある活動を取り入れるなどメリハリのある授業づくりがなされてい
る。

学校経営計画において、校内支援会の日程、回数の他に特別支援教育に関
する取組を記載している。

校種

設問１

設問２

設問３

設問４

　実施対象校数

全ての教室で、子どもが落ち着き、集中して学習や生活に臨むことができるよ
う、必要な提示（情報）を精査し、黒板内は授業に不要なものが貼られていな
いといった環境づくりを行っている。

全ての教室で、口頭による伝達だけでなく視覚化などの手立てがなされてい
る。

　必要と考える児童生徒が在籍している学校

公立小学校
公立義務教育

学校前期

公立中学校
公立義務教育

学校後期


